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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超電導コイルの一方の端部に一方の端部が電気的に接続され前記超電導コイルを形成す
る超電導線と共にコイル状に巻かれた副導体であるピックアップコイルと、
　前記超電導コイルの一方の端部と前記ピックアップコイルの一方の端部とが互いに接続
された当該端部の逆側の前記超電導コイルの端部および前記ピックアップコイルの端部そ
れぞれに電気的に接続されて、前記超電導コイルのクエンチ時に前記超電導コイルに発生
する電圧と前記ピックアップコイルに誘導される電圧の差に応じて所定値以下の電圧信号
を出力する過電圧保護回路と、
　前記電圧信号を入力されて前記超電導コイルのクエンチを検出するクエンチ検出器と、
　を備えていることを特徴とする超電導コイルのクエンチ検出装置。
【請求項２】
　前記超電導コイルは複数の要素コイルを有し、
　前記各要素コイルに対応する複数のピックアップコイルを備え、
　前記過圧保護回路には前記要素コイルと前記ピックアップコイルの異なる組間の差電圧
が入力されるようにした
　ことを特徴とする請求項１に記載のクエンチ検出装置。
【請求項３】
　前記過電圧保護回路は半導体素子を有し、
　前記半導体素子は前記超電導コイルにクエンチが発生していない状態では開状態で、ク
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エンチが発生したときに閉状態になる
　ことを特徴とする請求項１に記載のクエンチ検出装置。
【請求項４】
　前記半導体素子は、前記超電導コイルを収容するクライオスタットの内部に設けられて
いることを特徴とする請求項３に記載のクエンチ検出装置。
【請求項５】
　前記過電圧保護回路は、前記超電導コイルの端子と前記ピックアップコイルの端子の間
に接続した抵抗体であることを特徴とする請求項１に記載の超電導コイルのクエンチ検出
装置。
【請求項６】
　超電導コイルの発生電圧のうち誘導成分をキャンセルした電圧を測定して前記超電導コ
イルにおける抵抗成分の発生を検出する超電導コイルのクエンチ検出方法において、
　前記超電導コイルの一方の端部に一方の端部が電気的に接続され前記超電導コイルを形
成する超電導線と共にコイル状に巻かれた副導体であるピックアップコイルと、前記超電
導コイルの一方の端部と前記ピックアップコイルの一方の端部とが互いに接続された当該
端部の逆側の前記超電導コイルの端部および前記ピックアップコイルの端部それぞれに接
続された過電圧保護回路と、を用いて、
　前記超電導コイルのクエンチ時に前記超電導コイルに発生する電圧と前記ピックアップ
コイルに誘導される電圧の差の最大値が所定の電圧を超えないように過電圧保護をするこ
とを特徴とする超電導コイルのクエンチ検出方法。
【請求項７】
　前記所定の電圧が６００Ｖであることを特徴とする請求項６に記載の超電導コイルのク
エンチ検出方法。
【請求項８】
　超電導コイルの一方の端部に一方の端部が電気的に接続され前記超電導コイルを形成す
る超電導線と共にコイル状に巻かれた副導体であるピックアップコイルと、
　前記超電導コイルの一方の端部と前記ピックアップコイルの一方の端部とが互いに接続
された当該端部の逆側の前記超電導コイルの端部および前記ピックアップコイルの端部そ
れぞれに電気的に接続されて、前記超電導コイルのクエンチ時に前記超電導コイルに発生
する電圧と前記ピックアップコイルに誘導される電圧の差に応じて所定値以下の電圧信号
を出力する過電圧保護回路と、
　前記電圧信号を入力されて前記超電導コイルのクエンチを検出するクエンチ検出器と、
　を備えた超電導コイルのクエンチ検出装置を有する超電導電力貯蔵装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超電導コイル、特に、電力系統制御用あるいは瞬時電圧低下補償用等の誘導
電圧が連続的に発生する超電導コイルのクエンチを検出するのに適した超電導コイルのク
エンチ検出方法と装置および超電導電力貯蔵装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超電導コイルが通電中にクエンチして超電導状態から常電導状態に転移した場合には、
そのまま通電状態を継続すると超電導コイルを損傷してしまうため、クエンチの発生を早
期に検出して通電を停止する必要がある（特許文献１，２参照）。
【０００３】
　電流源により通電されている超電導コイルにおいて、最も簡便なクエンチ検出方法は超
電導コイルの両端電圧の絶対値を監視する方法である。この方法は、超電導コイルが抵抗
発生したことに伴う電流源の出力電圧の変化を検出する。簡便ではあるが、超電導コイル
の励消磁時の誘導電圧を誤検出しないように検出電圧を設定する必要があるため、励磁電
圧が数Ｖ程度で同時に検出電圧を数Ｖ以上に設定できるような小型の超電導コイルに適用
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される場合が多い。一般に超電導コイルでは、その両端を保護用の抵抗や半導体素子で短
絡するため、クエンチ検出器に入力される最大電圧は抵抗や半導体素子の両端電圧で決ま
ることになる。
【０００４】
　超電導コイルの励消磁時の誘導電圧に比較してクエンチ時の検出電圧を小さく設定した
い場合に広く用いられている方法が、超電導コイルを分割して両区間の差電圧を監視する
方法である。超電導コイルが複数個の要素コイルから構成される場合には、要素コイル群
の中点で分割する場合もある。この方法ではインダクタンスを等分割した２区間の差電圧
を監視するので、誘導電圧を消去して微小な異常電圧の発生を検出することができる。実
用においては各分割区間のインダクタンスの差異をクエンチ検出器側で微調整して補う必
要がある。一般に検出電圧と誘導電圧の差が大きいほど検出が難しくなる面がある。また
、超電導コイルの中点の電圧はクエンチの形態によってはコイル両端電圧よりも高くなる
場合があるため、過電圧を避ける見地から、中点で分割された区間毎にコイル電流を還流
する保護回路を構成し、各回路毎に抵抗や半導体素子を備えることで最大電圧を制限する
場合が一般的である。
【０００５】
　コイル電圧以外の信号でクエンチを検出する例として、強制冷却導体を用いた超電導コ
イルの場合には、冷媒の圧力変化を監視する方法が知られている。この方法はコイル電圧
で検出する場合の多くの課題を解決できるが、冷媒中に浸漬冷却される超電導コイルへの
適用は困難である。
【０００６】
　一方、コイル電圧の誘導成分をキャンセルする技術として、ピックアップコイルにより
コイル電圧の誘導成分を計測し、通電時のコイル電圧から減算する方法が知られている（
特許文献３参照）。ピックアップコイルを用いずに、直接、電流信号からコイル電圧の誘
導成分を算出する場合もある。これらは主として超電導コイルの交流損失測定に適用され
る方法であるが、クエンチ検出にも適用される場合がある。
【０００７】
　超電導コイルの剛性を向上させるために、コイル導体から電気的に絶縁された補強金属
をコイル導体と共巻きした場合には、その補強金属をピックアップコイルとして使用でき
ることも知られている。その場合、ピックアップコイルのインダクタンスが超電導コイル
のインダクタンスと良好に一致するため、理想的なピックアップコイルとなる（特許文献
４参照）。
【特許文献１】特開平６－３３３７３９号公報
【特許文献２】特開平９－２６０１３０号公報
【特許文献３】特公平５－５８２４６号公報
【特許文献４】特公平６－５６８１１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　近年、電力貯蔵用等の超電導コイルでは、比較的大型の複数個の要素コイルを複数の電
流源に接続し、繰り返しのパルス運転もしくは交流運転する運用が検討されている。これ
らの場合、誘導電圧は数ｋＶを超え、同時に保護回路に備えた抵抗の両端に発生する電圧
も数ｋＶを超える場合が多い。機器の耐電圧は実際に印加される電圧に対して余裕をもた
せるのが一般的であるため、必要な耐電圧は数十ｋＶになる場合がある。一方、クエンチ
時の検出電圧は１Ｖ未満である場合が多い。従ってクエンチ検出は、誘導電圧よりも４桁
小さい異常電圧を検出し、同時に、数十ｋＶの耐電圧を有することが必要になる。この場
合、一般の高電圧測定のように、電圧信号を抵抗分圧して高電圧用の絶縁アンプに入力す
ると、検出電圧が小さくなるにつれて十分な感度を確保することが難しくなるという課題
がある。
【０００９】
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　また、別電源で運転される要素コイルが近接していて、各電源の運転が同期していない
場合には、別電源で運転される要素コイルからの相互誘導をキャンセルする必要がある。
さらに電位振動により要素コイル間で電圧分担が異なるような場合もあり、従来の差電圧
をとる方法では、誘導電圧を完全にキャンセルするのが難しい場合がある。この場合、ク
エンチの誤判定を避けるため、検出電圧の設定値をある程度大きくして運用することにな
り、微小電圧を検出できないという課題がある。
【００１０】
　ピックアップコイル等を用いてコイル電圧の誘導成分をキャンセルして抵抗成分を取り
出す方法は、クエンチ検出器に常時に入力される電圧はゼロレベルのため異常電圧の検出
に有利に思えるが、発生する抵抗成分を直読することになるため、クエンチが十分に進行
した場合に検出器の入力部に必要な耐電圧は数十ｋＶ以上となってしまう場合がある。こ
れに対応するために抵抗分圧して高電圧用の絶縁アンプを用いて測定する構成にすると、
誘導成分をキャンセルした利点が無くなり、前記と同様に、検出電圧が小さくなるにつれ
て十分な感度を確保することが難しくなるという課題がある。
【００１１】
　そこで、本発明は、複数個の要素コイルが複数の電流源に接続されて繰り返しのパルス
運転もしくは交流運転され、誘導電圧として数ｋＶが連続的に印加される超電導コイルに
おいても、クエンチ時の検出電圧を検出することのできる超電導コイルのクエンチ検出方
法と装置および超電導電力貯蔵装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る超電導コイルのクエンチ検出装置は、超電導コイルの一方の端部に一方の
端部が電気的に接続され前記超電導コイルを形成する超電導線と共にコイル状に巻かれた
副導体であるピックアップコイルと、前記超電導コイルの一方の端部と前記ピックアップ
コイルの一方の端部とが互いに接続された当該端部の逆側の前記超電導コイルの端部およ
び前記ピックアップコイルの端部それぞれに電気的に接続されて、前記超電導コイルのク
エンチ時に前記超電導コイルに発生する電圧と前記ピックアップコイルに誘導される電圧
の差に応じて所定値以下の電圧信号を出力する過電圧保護回路と、前記電圧信号を入力さ
れて前記超電導コイルのクエンチを検出するクエンチ検出器と、を備えていることを特徴
とする。
【００１３】
　また、本発明に係る超電導コイルのクエンチ検出方法は、超電導コイルの発生電圧のう
ち誘導成分をキャンセルした電圧を測定して前記超電導コイルにおける抵抗成分の発生を
検出する超電導コイルのクエンチ検出方法において、前記超電導コイルの一方の端部に一
方の端部が電気的に接続され前記超電導コイルを形成する超電導線と共にコイル状に巻か
れた副導体であるピックアップコイルと、前記超電導コイルの一方の端部と前記ピックア
ップコイルの一方の端部とが互いに接続された当該端部の逆側の前記超電導コイルの端部
および前記ピックアップコイルの端部それぞれに接続された過電圧保護回路と、を用いて
、前記超電導コイルのクエンチ時に前記超電導コイルに発生する電圧と前記ピックアップ
コイルに誘導される電圧の差の最大値が所定の電圧を超えないように過電圧保護をするこ
とを特徴とする。
　さらに、本発明に係る超電導電力貯蔵装置は、超電導コイルの一方の端部に一方の端部
が電気的に接続され前記超電導コイルを形成する超電導線と共にコイル状に巻かれた副導
体であるピックアップコイルと、前記超電導コイルの一方の端部と前記ピックアップコイ
ルの一方の端部とが互いに接続された当該端部の逆側の前記超電導コイルの端部および前
記ピックアップコイルの端部それぞれに電気的に接続されて、前記超電導コイルのクエン
チ時に前記超電導コイルに発生する電圧と前記ピックアップコイルに誘導される電圧の差
に応じて所定値以下の電圧信号を出力する過電圧保護回路と、前記電圧信号を入力されて
前記超電導コイルのクエンチを検出するクエンチ検出器と、を備えた超電導コイルのクエ
ンチ検出装置を有することを特徴とする。
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【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、複数個の要素コイルが複数の電流源に接続されて繰り返しのパルス運
転もしくは交流運転され、誘導電圧として数ｋＶが連続的に印加される超電導コイルにお
いても、クエンチ時の検出電圧を検出することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】（ａ）は本発明の第１の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図２】（ａ）は本発明の第２の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図３】（ａ）は本発明の第３の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図４】は本発明の第４の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回路図で
ある。
【図５】（ａ）は本発明の第５の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図６】（ａ）は本発明の第６の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図７】（ａ）は本発明の第７の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図８】本発明の第８の実施の形態（ａ）およびその変形例（ｂ）の超電導コイルのクエ
ンチ検出装置を示す回路図。
【図９】（ａ）は本発明の第８の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を示す回
路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【図１０】（ａ）は本発明の第１０の実施の形態の超電導コイルのクエンチ検出装置を備
えた超電導電力貯蔵装置を示す回路図、（ｂ）は（ａ）の変形例の回路図である。
【符号の説明】
【００１６】
１　　超電導コイル
２　　ピックアップコイル
３　　クエンチ検出器
４　　過電圧保護回路
５　　限流抵抗
６ａ，６ｂ　　光変換器
７　　超電導線
８　　副導体
９　　要素コイル
１０　　電流源
１１　　半導体素子
１２　　クライオスタット
１３　　ダイオード
１４　　サイリスタ
１５　　抵抗体
１６　　超電導電力貯蔵装置
１７　　減算器
１８　　電圧変換器
２０　　絶縁被覆
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
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　以下、本発明に係る超電導コイルのクエンチ検出方法および装置の第１ないし第１０の
実施の形態を図面を参照して説明する。
（第１の実施の形態）
　図１（ａ）は、本発明の第１の実施の形態を示す回路図である。本実施の形態のクエン
チ検出装置は、限流抵抗５を介して電流源１０に接続された超電導コイル１の近傍に設け
たピックアップコイル２と、超電導コイル１の端子間の電圧ＶＡとピックアップコイル２
の端子間の電圧ＶＢを入力する減算器１７と、減算器１７に接続した過電圧保護回路４お
よび過電圧保護回路４に接続したクエンチ検出器３を備えている。
【００１８】
　本実施の形態では、超電導コイル１の発生する磁場を感知できる位置にピックアップコ
イル２を配置する。そして、超電導コイル１の励消磁電圧から減算器１７において誘導成
分を消去した電圧を、過電圧保護回路４を通した上でクエンチ検出器３に入力する。過電
圧保護回路４は、入力電圧が閾値に到達すると入力信号間を短絡する。これにより、クエ
ンチ検出器３に過大な電圧がかかるのを防ぎ、クエンチ検出器３を保護する。閾値は、た
とえば６００Ｖ未満の範囲内で選定する。誘導電圧の消去においてはピックアップコイル
２の信号を定数倍するなどの演算をしてもよいし、あるいはピックアップコイル２を利用
せずに限流抵抗５の電流信号から誘導成分を算出してもよい。その場合、演算や算出の条
件は超電導コイル１に定格よりも小さい電流値で試通電をした場合の各出力をみて選定す
る。
【００１９】
　図中、回路上の各位置での電圧Ｖと時間Ｔとの関係を示すグラフを併せて示している。
図１（ａ）では正弦波の交流通電をしている場合を示しているが、電流波形は任意であっ
てよい。またクエンチ検出器３に入力される信号は、大地に対しては６００Ｖ以上の電位
を持つ場合があるのでクエンチ検出器３を接地せずに電位を浮かせたままにしておいても
よいし、大地に対して高耐電圧化してもよい。
　変形例として、図１（ｂ）に示すように、光変換器６ａ，６ｂによって電圧信号を光信
号に変換して伝送し、その後に電圧変換器１８によって電圧信号に戻して過電圧保護回路
４に入力する構成としてもよい。その場合、電圧信号を光信号に変換する光変換器６ａ，
６ｂは大地に対して接地せずに電位を浮かせておいてもよいし、大地に対して高耐電圧化
してもよい。
　過電圧保護回路４の保護電圧を６００Ｖ未満としたのは低電圧作業の範囲内にしたため
で、計測器の最大入力電圧として一般的な２００Ｖ未満にすると更に望ましい。
　クエンチ検出器３によってクエンチが検出された場合、超電導コイル１の通電を早期に
停止させるべく停止動作を行なう。具体的には、電流源１０を切り離して、電流源１０に
並列の保護抵抗（図示せず）に電流を流すように切り換えを行なう。
【００２０】
　本実施の形態では、誘導成分をキャンセルしたゼロレベルの電圧信号を、抵抗分圧等で
信号を小さくすることなくクエンチ検出器３に入力し、同時に過電圧保護を施すことによ
り最大印加電圧を低電圧の範囲内としたことで、検出器側に高電圧用の絶縁アンプが不要
になり、１Ｖ未満の異常電圧でも高精度で検出することが可能である。従って、高電圧用
の絶縁アンプを用いた場合に１Ｖ未満の異常電圧に対して十分な検出感度を得難いという
問題を回避できる。
【００２１】
（第２の実施の形態）
　図２は、本発明に係る超電導コイルのクエンチ検出方法および装置の第２の実施の形態
を示す構成図である。
　ここで、図２（ａ）および図２（ｂ）それぞれの左上部隅に点線で囲んだ図は、超電導
線７と副導体８とを組み合わせて超電導コイル１とピックアップコイル２とを構成したと
きの断面形状を示す。これらの図に示すように、超電導線７と副導体８を共巻きにして超
電導コイル１とピックアップコイル２を構成する。ただし、これらの図で、左半分の詳細
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断面形状は省略している。
　副導体８がピックアップコイル２として動作する。超電導線７と副導体８は相互に電気
絶縁されているが、１ヶ所で電気的に接続しており、接続位置で超電導線７と副導体８は
同電位になっている。超電導線７は複数の超電導線を束ねた束線であってもよいし撚線で
あってもよい。また副導体８の形状や材質は限定されず、超電導線７と同じ形状であって
もよいし、副導体８が超電導線７の周囲を覆う形状であってもよい。また副導体８が超電
導線７とは異なる超電導線であってもよい。超電導線７と副導体８とを同電位にしている
側とは逆側の端部において超電導線７と副導体８の間の電圧（差電圧）ΔＶを計測するこ
とで超電導コイル１の誘導電圧をキャンセルし、この電圧信号をクエンチ検出器３への入
力信号とする。
【００２２】
　上記説明では超電導線７と副導体８を１箇所で同電位としたが、超電導コイル１が複数
の要素コイルから構成されていて、独立した電気回路が複数ある場合には、独立した回路
ごとに超電導線７と副導体８を接続してもよい。また超電導線７と副導体８を完全に電気
絶縁しておいて、それぞれの電圧を個別に検出してクエンチ検出器３側で誘導電圧を差し
引いてもよい。
【００２３】
　本実施の形態は、コイル電圧の誘導成分をキャンセルするためのピックアップコイル２
として、超電導線７と共にコイル状に巻かれた副導体８を設けたことで、ピックアップコ
イル２の誘導電圧や電位振動効果は、超電導コイル１のものと良好に一致し、電位震動が
顕著な場合にも誘導電圧を良好にキャンセルできるので、クエンチの検出電圧を小さく設
定することが可能になり、高精度でのクエンチ検出装置を実現することができる。
【００２４】
（第３の実施の形態）
　図３は、本発明の第３の実施の形態を示す構成図である。
　ここで、図３（ａ）および図３（ｂ）それぞれの左上部隅に点線で囲んだ図は、図２（
ａ）および図２（ｂ）の場合と同様に、超電導線７と副導体８とを組み合わせて超電導コ
イル１とピックアップコイル２とを構成したときの断面形状を示す。これらの図に示すよ
うに、超電導線７と副導体８を共巻きにして超電導コイル１とピックアップコイル２を構
成する。さらに、図３（ａ）および図３（ｂ）それぞれの左下部隅に点線で囲んだ図は、
左上部隅に点線で囲んだ図の一部を拡大して示す断面図である。
　本実施の形態では、超電導コイル１を形成する超電導線７と共巻きにしてピックアップ
コイル２を形成する副導体８をステンレス鋼あるいは銅合金あるいはアルミ合金からなる
機械的強度の高い部材で構成する。第２の実施の形態において説明したのと同様に副導体
８の形状はいろいろなものが可能である。超電導線７と副導体８を相互に電気絶縁する手
段としては、超電導線７と導体８のいずれか一方、あるいは両方を絶縁被覆２０で覆う。
絶縁被覆２０としては、絶縁材料をコーティングしてもよいし絶縁テープあるいはプリプ
レイグ等を巻きつけてもよい。
　本実施の形態では、副導体８がコイルの補強材となりピックアップコイル２を兼ねるの
で、効率的かつ低コストに、高精度でのクエンチ検出装置を実現することができる。
【００２５】
（第４の実施の形態）
　本実施の形態では、図４に示すように、超電導コイル１を２個の要素コイル９で構成し
、１台の電流源１０により直列に通電する。要素コイル９の数は２個に限定されず３個以
上でもよい。また電流源についても台数は１台または複数台でよいが、各電源は同期して
運転することが望ましい。要素コイル９はそれぞれ第３の実施の形態で述べたコイル構造
を有しており、各組の要素コイル９とピックアップコイル２で誘導電圧をキャンセルした
電圧ΔＶの信号をクエンチ検出器３に入力して電圧信号間の差を監視する。
【００２６】
　このように、本実施の形態は、超電導コイル１が複数の要素コイル９から構成されてい
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る場合に、要素コイル９毎に誘導成分をキャンセルした電圧を計測し、それらの差電圧Δ
Ｖを監視する。その結果、キャンセルされずに微小に残った誘導電圧がクエンチ検出電圧
より大きくなってしまった場合には検出感度を十分にとれないという問題を回避して、高
精度なクエンチ検出を実現し、また要素コイル数が多い場合にはクエンチ検出器の台数を
減らした効率的なクエンチ検出装置を実現することができる。
【００２７】
（第５の実施の形態）
　本実施の形態では、図５（ａ），（ｂ）に示すように、超電導線７と副導体８を共巻き
にして超電導コイル１とピックアップコイル２を形成し、超電導コイル１とピックアップ
コイル２の間に半導体素子１１を接続し、半導体素子１１の両端電圧ΔＶをクエンチ検出
器３に入力してクエンチを監視する。半導体素子１１は通常時には開いた状態であり、超
電導コイル１がクエンチすると閉じて超電導コイル１とピックアップコイル２の結線部に
おいて電気的に短絡する。その際、超電導コイル１とピックアップコイル２の差電圧ΔＶ
が６００Ｖを超えないように半導体素子１１を選定してある。
【００２８】
　本実施の形態では、クエンチが進行して電圧の抵抗成分が増大した場合に半導体素子１
１によるスイッチを閉じて電圧信号を短絡するので、クエンチ検出器に入力される最大電
圧を半導体素子の両端電圧で制限できる。従って高電圧用の絶縁アンプを使用しなくても
済むため、高電圧用絶縁アンプの使用時に微小電圧の検出が難しくなるという問題を回避
できる。
【００２９】
　このように、本実施の形態は、誘導電圧をキャンセルしたコイル電圧信号の入力端に半
導体素子１１を接続したことで、クエンチを判定する際には検出電圧ΔＶを直読し、クエ
ンチが進展した後には検出電圧ΔＶの最大値を半導体素子１１の順方向の両端電圧で制限
することができるため、高電圧用アンプを使用することなしに高精度でのクエンチ検出装
置を実現することができる。
【００３０】
（第６の実施の形態）
　本実施の形態は図６（ａ），（ｂ）に示すように、第５の実施の形態（図５）において
、超電導コイル１およびピックアップコイル２を収納しているクライオスタット１２の内
部に、半導体素子１１を備えた構成である。
　なお、図５では、クライオスタット１２の図示を省略しているが、超電導コイル１、ピ
ックアップコイル２、限流抵抗５、電流源１０はクライオスタット１２内にあり、半導体
素子１１はクライオスタット１２外に配置されている。
【００３１】
　半導体素子１１の結線は半導体素子１１が閉じた場合に流れる電流に対応できる電流容
量が必要である。本実施の形態では、半導体素子１１をクライオスタット１２の内部に備
えたため半導体素子１１が閉じた場合に流れる電流回路をクライオスタット１２内部に収
納した。従ってクライオスタット１２の外部には計測のための信号線だけ取り出せば十分
で、通電容量を有した太い電線を取り出さなければならないという問題を回避できる。
【００３２】
　このように、本実施の形態は、半導体素子１１をクライオスタット１２の内部に備えた
ため、クライオスタット１２の外部に取り出すクエンチ検出のための信号線を細くしたコ
ンパクトな超電導コイル装置を実現し、同様にコンパクトなクエンチ検出装置を実現する
ことができる。
【００３３】
（第７の実施の形態）
　本実施の形態は図７（ａ），（ｂ）に示すように、超電導コイル１とピックアップコイ
ル２の端子間にダイオード１３を接続した構成である。ダイオード１３はツェナーやサー
ジアブソーバーでもよいし、ダイオードのかわりにバリスタやアレスタのような素子でも
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よいし、あるいは制御が不要な他のスイッチ素子であってもよい。またダイオード１３を
超電導コイル１と同程度の温度環境に設置することで順方向電圧の温度依存性を利用して
、順方向電圧を高くして使用してもよい。さらに順方向電圧あるいは電流容量を調整する
ために半導体素子の複数個を直列あるいは並列にして構成してもよい。その場合、異なる
種類の素子を組み合わせてもよい。
【００３４】
　本実施の形態では、開閉を外部から制御する必要のない半導体素子であるダイオード１
３を利用するため、超電導コイル１がクエンチした場合に、半導体素子の開閉制御の信頼
性が要求されるという問題を回避できる。　
　このように、本実施の形態は、開閉を外部から制御する必要のないダイオードを用いる
ので、パッシブに動作する信頼度の高いクエンチ検出装置を実現することができる。
【００３５】
（第８の実施の形態）
　本実施の形態は図８（ａ），（ｂ）に示すように、超電導コイル１とピックアップコイ
ル２の端子間にサイリスタ１４を接続した構成である。サイリスタ１４はGTOでもよいし
、サイリスタのかわりにIGBTあるいはIEGTあるいは開閉制御の可能な他の素子でもよい。
またこれらの半導体素子の複数個を直列あるいは並列にして構成してもよい。その場合、
異なる種類の素子を組み合わせてもよい。
【００３６】
　本実施の形態では、前記のような開閉を外部から制御できる半導体素子を用いるため、
パッシブに動作する半導体素子を使用した場合に開閉を自由に制御できないという問題を
回避できる。
【００３７】
　このように本実施の形態は、開閉を外部から制御することのできる半導体素子を用いる
ので、電流源１０のインターロック動作を自由に設定することの可能なクエンチ検出装置
を実現することができる。
【００３８】
（第９の実施の形態）
　本実施形態は、図９（ａ），（ｂ）に示すように、超電導コイル１とピックアップコイ
ル２の端子間に抵抗体１５を接続した構成である。抵抗体１５の抵抗値は、超電導コイル
１がクエンチした場合に抵抗体１５の両端に発生する電圧ΔＶが６００Ｖ未満であるよう
に選定する。
【００３９】
　本実施の形態では、超電導コイル１の異常信号をピックアップコイル２のインピーダン
スと抵抗体１５とで分圧するので検出信号を小さくしてしまうが、簡便に高電圧がクエン
チ検出器３に入力されるのを回避できる。従って、異常信号を抵抗分圧で小さくしても問
題にならない場合には、敢えて特別な過電圧対策をするのが煩わしいという問題を回避で
きる。
【００４０】
　このように、本実施の形態は、超電導コイル１からの異常信号を、ピックアップコイル
２のインピーダンスと抵抗体１５の抵抗とで分圧してクエンチ検出器３に入力するので、
簡便に高電圧を回避したクエンチ検出装置を実現することができる。
【００４１】
（第１０の実施の形態）
　本実施の形態は図１０（ａ），（ｂ）に示すように、超電導コイル１が超電導電力貯蔵
装置１６を構成する。超電導電力貯蔵装置１６は瞬時電圧低下補償用であってもよいし、
系統安定化や負荷変動補償あるいは周波数調整のような系統制御用であってもよい。
【００４２】
　本実施の形態は、超電導電力貯蔵装置に第１ないし第９の実施の形態のクエンチ検出装
置を設けるので、複数個の要素コイルが複数の電流源により繰り返しのパルス運転もしく
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は交流運転された場合でも、微小電圧の検出が難しいという問題を回避して、高精度での
クエンチ検出を実現することができる。
　以上、種々の実施の形態を説明したが、これらは単なる例示であって、本発明はこれら
に限定されるものではない。また、これらの実施の形態の特徴部分を種々に組み合わせる
こともできる。

【図１】 【図２】
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